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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　洗浄対象液が残存する配管に所定の洗浄液を供給して当該配管を洗浄する際に、前記配
管を通過する液体の特定波長における吸光度を検出し、その検出された吸光度に基づいて
洗浄の進度を識別する配管洗浄方法であって、
　洗浄作業に先立って、前記洗浄液に対する前記洗浄対象液の希釈倍率と前記特定波長に
おける吸光度との相関関係を測定し、得られた相関関係に基づいて、洗浄作業の目標とす
る希釈倍率に対応する目標吸光度を特定し、洗浄作業時には、前記検出された吸光度と前
記目標吸光度とを比較して洗浄が所定の進度に達したか否かを識別し、
　前記洗浄対象液が顔料と分散剤とを含んだ分散系の組成物の場合、前記顔料の凝集につ
いて所定の防止効果が得られる希釈倍率の範囲を洗浄作業前に予め特定し、その特定され
た範囲内に前記目標とする希釈倍率を設定してその希釈倍率に対応する前記目標吸光度を
求めることを特徴とする配管洗浄方法。
【請求項２】
　前記洗浄対象液が光開始剤を含んだ感放射線性樹脂組成物のとき、前記特定波長を前記
光開始剤の吸収波長域に設定することを特徴とする請求項１に記載の配管洗浄方法。
【請求項３】
　配管を通過する液体の特定波長における吸光度を検出する検出手段と、
　所定の洗浄液に対する洗浄対象液の希釈倍率と前記特定波長における吸光度との相関関
係に基づいて決定された目標吸光度の情報を記憶する記憶手段と、



(2) JP 4136419 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

　前記検出手段にて検出された吸光度と、前記記憶手段が記憶する前記目標吸光度とを比
較して前記洗浄が所定の進度に達したか否かを識別する識別手段と、
　前記洗浄対象液を自動的に識別する洗浄対象液識別手段と、
を備え、
　前記記憶手段は複数の洗浄対象液と目標吸光度とを対応付けた情報を記憶し、
　前記識別手段は、前記洗浄対象液識別手段により特定された洗浄対象液に対応する目標
吸光度を前記記憶手段が記憶する情報に基づいて特定し、その特定された目標吸光度と前
記検出手段にて検出された吸光度とを比較して前記洗浄が所定の進度に達したか否かを識
別する、
ことを特徴とする配管洗浄装置。
【請求項４】
　前記識別手段が前記所定の進度に達したと判別した場合に、前記洗浄液の供給を停止さ
せる供給制御手段を備えたことを特徴とする請求項３に記載の配管洗浄装置。
【請求項５】
　前記識別手段が前記所定の進度に達したと識別した場合に、オペレータに対して所定の
識別情報を出力する情報出力手段を備えたことを特徴とする請求項３又は４に記載の配管
洗浄装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、カラーフィルタの製造に使用する着色組成物、顔料分散液、感放射線性組成物
、その他の各種の液体が流された配管を洗浄する方法及び装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
各種の液体を塗布する装置として、従来より、容器に収容された塗布材料を所定の配管を
介して塗布部へ供給する装置が一般に使用されている。こうした塗布装置において、塗布
材料を変更する場合や塗布装置の使用を一時的に休止する場合には、配管内に残っている
塗布材料を配管洗浄液である溶剤に置換し、新たに次の塗布材料を所定量だけ配管に押し
込んで配管内を次の塗布材料で満たしている。
【０００３】
配管洗浄方法の一例として、特開２０００－２７３３７０号公報には、液晶表示装置のカ
ラーフィルタ用着色感剤に使用されている溶剤をそのまま洗浄液として使用することによ
り、塗布装置の吐出部のノズルや配管の目詰まり、塗布装置内における着色組成物や顔料
の付着、沈着、乾燥による汚染物等を効率よく取り除く方法が開示されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記の公報に開示されている洗浄液を使用した場合でも、十分な洗浄を行わな
ければ汚染物等の除去という目的を達成することは困難である。しかしながら、従来、配
管洗浄作業の終点はオペレータの目視によって判断されている。あるいは、所定量の洗浄
溶剤を供給したことをもって作業の終点と判断されていた。そのため、洗浄作業が十分に
行われた否かは必ずしも正確に判断されていなかった。特に、黄色顔料からなる顔料分散
レジストの洗浄作業はクリーンルーム内の黄色のセーフティライトによる照明下で行われ
るので、目視による洗浄作業の終点の検出は殆ど不可能である。
【０００５】
近年は、製品サイクル上の都合から小ロットかつ多品種の製品が増えており、それに伴っ
て塗布装置における塗布材料の交換の頻度も増加する傾向にある。こうした状況において
は、塗布材料の交換作業も効率化が望まれる。
【０００６】
そこで、本発明は、配管洗浄作業を正確にかつ効率よく行える配管洗浄方法及び装置を提
供することを目的とする。



(3) JP 4136419 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明の配管洗浄方法は、洗浄対象液が残存する配管に所定の洗浄液を供給して当該配
管を洗浄する際に、前記配管を通過する液体の特定波長における吸光度を検出し、その検
出された吸光度に基づいて洗浄の進度を識別する配管洗浄方法であって、洗浄作業に先立
って、前記洗浄液に対する前記洗浄対象液の希釈倍率と前記特定波長における吸光度との
相関関係を測定し、得られた相関関係に基づいて、洗浄作業の目標とする希釈倍率に対応
する目標吸光度を特定し、洗浄作業時には、前記検出された吸光度と前記目標吸光度とを
比較して洗浄が所定の進度に達したか否かを識別し、前記洗浄対象液が顔料と分散剤とを
含んだ分散系の組成物の場合、前記顔料の凝集について所定の防止効果が得られる希釈倍
率の範囲を洗浄作業前に予め特定し、その特定された範囲内に前記目標とする希釈倍率を
設定してその希釈倍率に対応する前記目標吸光度を求めることにより、上述した課題を解
決するものである。
【０００８】
　着色組成物等の液体には特定の波長域で吸光度が顕著に増加するという性質があり、そ
の特定波長域における吸光度は液体の希釈倍率が高くなるほど減少する。つまり、液体の
希釈倍率と吸光度とには相関関係がある。また、配管中に残存する洗浄対象液の希釈倍率
は、同様に洗浄作業の進行に伴って漸次増加する。従って、配管を通過する液体の吸光度
を検出すれば、洗浄対象液がどの程度まで洗浄液によって希釈されたかを特定して洗浄の
進度を識別することができる。これにより、洗浄が必要十分なレベルまで進んだか否かを
吸光度に基づいて正確に判断し、必要十分な洗浄が行われた時点で洗浄作業を直ちに終了
させることができる。従って、洗浄液を無駄に消費したり、洗浄が不十分なまま洗浄作業
が打ち切られるおそれがなくなり、正確かつ効率的に洗浄作業を行うことができる。また
、洗浄作業に先立って、洗浄作業の目標とする希釈倍率に対応する目標吸光度を予め特定
しているので、実際の洗浄作業時には、検出された吸光度と目標吸光度とを比較するだけ
で、目標の希釈倍率まで洗浄作業が進行したか否かを識別することができる。従って、洗
浄作業中に行うべき処理が単純化され、その負担が軽減される。処理の単純化に伴ってエ
ラーが生じる余地も減少し、洗浄作業の信頼性が高まる。さらに、所定の凝集防止効果が
出現する程度まで確実に洗浄を進行させることができるので、組成物中の顔料が凝集して
形成された粒子が配管中の弁やノズル等に詰まって装置の使用に支障を来すおそれがなく
なる。なお、顔料の凝集は、異種分散剤を使用した２種類以上の顔料分散剤を混ぜ合わせ
た場合に顕著に生じる現象である。例えば、主顔料と副顔料とを混ぜて着色感剤を生成す
る場合において、顔料毎に異なる分散剤を使用したときに凝集が生じ易くなる。このよう
な場合に、顔料の凝集という観点から目標希釈倍率を設定することが有効である。
【００１３】
顔料の凝集について所定の防止効果が得られる範囲は、例えば希釈された組成物を所定時
間放置しても顔料の凝集による沈降が生じないか、又は沈降が所定の許容範囲に収まる範
囲として予め実験的に求めることができる。洗浄液にて希釈された組成物中の顔料の平均
粒子径が顔料の本来の平均粒子径、つまり、凝集が生じていないときの平均粒子径と比較
して所定の許容範囲に収まるか否かにより、所定の凝集防止効果が得られたか否かを判別
してもよい。許容範囲は、本来の平均粒子径に対して１１０％以下に設定することが好適
である。
【００１４】
本発明の洗浄方法において、洗浄対象液が光開始剤を含んだ感放射線性組成物のとき、吸
光度を検出する対象の特定波長を光開始剤の吸収波長域に設定してもよい。感放射性組成
物としては、顔料や分散剤の相違により様々な種類の組成物が提供されているが、光開始
剤については照射源との関係から複数種類の感放射性組成物に対して吸収波長が同一又は
類似の光開始剤が使用されることが多い。従って、吸光度を検出する対象としての特定波
長をその光開始剤の吸光度がピークを示す波長域に設定すれば、感放射性組成物の種類に
応じて吸光度の検出対象となる波長を変化させる必要がなくなる。例えばカラーフィルタ
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用の着色感剤の場合、顔料の種類に拘わらず光開始剤は共通であり、その吸収波長域は３
００ｎｍ付近である。このような場合、３００ｎｍ付近の吸光度を検出対象に設定すれば
、着色感剤の色等の変化に拘わりなく吸光度の検出については同一の設備を使用すること
ができる。
【００１５】
　本発明の配管洗浄装置は、配管を通過する液体の特定波長における吸光度を検出する検
出手段と、所定の洗浄液に対する洗浄対象液の希釈倍率と前記特定波長における吸光度と
の相関関係に基づいて決定された目標吸光度の情報を記憶する記憶手段と、前記検出手段
にて検出された吸光度と、前記記憶手段が記憶する前記目標吸光度とを比較して前記洗浄
が所定の進度に達したか否かを識別する識別手段と、前記洗浄対象液を自動的に識別する
洗浄対象液識別手段と、を備え、前記記憶手段は複数の洗浄対象液と目標吸光度とを対応
付けた情報を記憶し、前記識別手段は、前記洗浄対象液識別手段により特定された洗浄対
象液に対応する目標吸光度を前記記憶手段が記憶する情報に基づいて特定し、その特定さ
れた目標吸光度と前記検出手段にて検出された吸光度とを比較して前記洗浄が所定の進度
に達したか否かを識別することにより、上述した課題を解決する。
【００１６】
　この配管洗浄装置によれば、検出手段によって洗浄作業中の液体の吸光度が検出され、
その検出された吸光度と記憶手段が記憶する目標吸光度とが比較されて洗浄作業が所定の
進度に達したか否かが識別される。従って、洗浄の目標とする希釈倍率に対応した吸光度
を予め測定し、その測定で得られた値を目標吸光度として記憶手段に記憶しておくことに
より、本発明の洗浄方法に従って正確かつ効率的に配管作業を実施することができる。ま
た、洗浄対象液を特定する情報が入力されると、それに対応した目標吸光度が記憶手段の
記憶する情報に基づいて特定され、その目標吸光度に従って洗浄の進行が識別される。従
って、複数種類の洗浄対象液が選択的に使用される環境においても、洗浄対象液と目標吸
光度との対応関係を誤るおそれがなくなる。
【００１７】
本発明の洗浄装置においては、前記識別手段が前記所定の進度に達したと判別した場合に
、前記洗浄液の供給を停止させる供給制御手段を備えてもよい。この場合、目標とする希
釈倍率まで洗浄が進行した時点で洗浄液の供給を自動的に停止させることができるので、
洗浄液が無駄に消費されるおそれがなくなる。
【００１８】
前記識別手段が前記所定の進度に達したと識別した場合に、オペレータに対して所定の識
別情報を出力する情報出力手段を備えてもよい。この場合には、洗浄が所定の進度に達し
たことをオペレータに確実に通知し、その後に必要な処理を行うように促すことができる
。
【００２１】
本発明において、配管とは洗浄対象液が通過する流路を規定する手段の総称であり、金属
や樹脂で製造された管、可撓性材料で構成されたフレキシブルなチューブ、鋳造や切削加
工によって内部流路が形成された機械部品、その他の様々な部品が配管の概念に含まれる
。
【００２２】
【発明の実施の形態】
図１は本発明の洗浄方法が適用される塗布装置の一例を示している。塗布装置１は、感剤
供給部２から供給されるカラーフィルタ用の着色感剤をフィルタ３を介して吐出部４に供
給し、その吐出部４からカラーフィルタの基板（不図示）に着色感剤を塗布する。着色感
剤は例えば不図示のボトルに充填されて感剤供給部２に供給される。このような塗布装置
１において、感剤供給部２から吐出部４に供給する着色感剤の種類を変更する場合には、
感剤供給部２から吐出部４までの配管に残存する着色感剤を洗浄する必要がある。その洗
浄を行うため、塗布装置１には、配管洗浄液供給部５と、洗浄状態を監視するための分析
部６と、その分析部６からの情報に基づいて洗浄作業の進行を制御する制御部７とが設け



(5) JP 4136419 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

られている。さらに、制御部７には所定の目標吸光度データＤ１を記憶する記憶装置８と
、キーボード等の入力装置（入力手段）９と、モニタ１０とが接続されている。なお、制
御部７が識別手段として機能し、制御部７とモニタ１０とが情報出力手段として機能する
。
【００２３】
配管洗浄液供給部５は、所定の洗浄液を感剤供給部２及び分析部６に供給可能である。洗
浄液としては、上述した特開２０００－２７３３７０号公報に記載されているように、洗
浄対象の着色感剤の溶剤が好適に使用される。配管洗浄液供給部５には、制御部７から送
られる制御信号に従って洗浄液の供給及び供給停止を切り換えるバルブ１５が接続される
。このバルブ１５と制御部７とが供給制御手段として機能する。
【００２４】
分析部６には一対のバルブ１１、１２が設けられている。一方のバルブ１１には感剤供給
部２から吐出部４に送られる液体が、他方のバルブ１２には配管洗浄液供給部５から送ら
れる液体がそれぞれ導かれる。バルブ１１，１２に導かれた液体は検出手段としての吸光
光度計１３を通過し、液移送ポンプ１４により感剤供給部２と吐出部４とを結ぶ管路に戻
される。吸光光度計１３は自身を通過する液体の吸光度を検出し、その検出結果に対応し
た信号を制御部７へ出力する。吸光光度計１３は、望ましくは吸光度を測定する対象とな
る波長域を紫外域、可視域又は赤外域から任意に選択できることが望ましい。このような
吸光光度計１３としては、例えばパーキンエルマー社（PERKIN　ELMER社）製ラムダ１９
の紫外可視近赤外分光光度計を利用し、フローセルを用いて自動吸・廃水を行う。制御部
７はマイクロプロセッサ及びその動作に必要な周辺装置（例えば主記憶装置）を備えたコ
ンピュータとして構成される。記憶装置８にはＥＥＰＲＯＭ等の半導体記憶素子、ハード
ディスク等の磁気記憶装置、その他の各種の記憶手段が利用できる。
【００２５】
記憶装置８に記録された目標吸光度データＤ１は、図２に例示した検量線に基づいて特定
される目標希釈倍率Ｘに対応した目標吸光度Ｙを示すデータであり、図３に示すように各
種の洗浄対象液と対応付けて記録したデータテーブル形式で作成される。図２の検量線は
洗浄対象液の希釈倍率と吸光光度計１３が検出した吸光度との相関関係を記述したもので
ある。検量線は、図１の塗布装置１において例えば次の手順にて作成することができる。
【００２６】
まず、配管洗浄液供給部５から供給される洗浄液により、感剤供給部２の着色感剤を所定
の倍率で希釈する。希釈された着色感剤をフィルタ３から吐出部４に送り出し、その一部
を分析部６のバルブ１１を介して吸光光度計１３に導く。そして、吸光光度計１３により
希釈された着色感剤の吸光度を検出し、その検出結果を希釈倍率に対応付けて記録する。
このときの検出対象の波長域は着色感剤の吸光度が相対的に高い領域に設定する。例えば
赤色の顔料分散レジストであれば６００ｎｍ以下の可視域や紫外域で吸光度が高くなるこ
とが知られており、その波長域の吸光度を検出すればよい。着色感剤に光開始剤が含まれ
ているときはその吸光度のピーク域である３００ｎｍ付近の波長を検出対象に設定しても
よい。この場合には、着色感剤の色に拘わりなく同一の波長域を検出対象とすることがで
きる。吸光度の検出結果を制御部７に送信し、入力装置９から入力される希釈倍率と対応
付けて記憶装置８に記録してもよい。
【００２７】
複数の希釈倍率を対象として上記の操作を繰り返すことにより、各希釈倍率に対応した吸
光度を測定する。また、測定値の較正用のデータを取得するため、配管洗浄液供給部５か
らバルブ１２を介して吸光光度計１３に洗浄液のみを供給し、そのときの吸光度を測定す
る。この操作は希釈倍率を変えて吸光度を測定する毎に行うことが望ましい。以上のよう
にして複数の希釈倍率に対する吸光度のデータを取得した後、各測定値を最小二乗法で処
理して検量線の傾きを演算し、図２の検量線を作成する。
【００２８】
検量線の作成後は洗浄作業にて目標とする希釈倍率Ｘを決定し、その目標希釈倍率Ｘに対



(6) JP 4136419 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

応する目標吸光度Ｙを検量線から求める。以上の操作を、塗布装置１にて使用する全ての
洗浄対象液について実行し、各洗浄対象液について得られた目標吸光度Ｙを、洗浄対象液
に固有の情報（例えば洗浄対象液のＩＤ）と対応付けて記録して目標吸光度データＤ１を
作成する。
【００２９】
目標希釈倍率Ｘは、洗浄作業の終点、つまり必要十分な程度まで洗浄が進行したときの希
釈倍率に設定する。洗浄作業においては、配管内が洗浄対象液から洗浄液に完全に置換さ
れることが理想的である。しかし、そのような洗浄作業は、洗浄液を極めて大量に使用す
る必要があり、また洗浄にも長時間を要することとなって現実的ではない。そこで、実用
上、問題が生じない程度まで洗浄作業が進行した時点を洗浄作業の終点とし、その終点時
の希釈倍率を目標希釈倍率Ｘとすることが望ましい。
【００３０】
洗浄作業の終点とする目標希釈倍率Ｘは種々の観点から決定してよい。例えば従来の洗浄
作業の経験上、問題が生じないことが判明している希釈倍率を特定し、その値を目標希釈
倍率Ｘとして設定することができる。洗浄対象液が顔料を分散させた分散系の組成物の場
合には、顔料の凝集の有無を観点として、洗浄が十分に行われているか否かを判断するこ
とができる。顔料の凝集は、特に主顔料と副顔料とで異なる分散剤を使用した場合に顕著
に出現する。配管の内部で顔料の凝集が生じると、その凝集した粒子がバルブの可動部や
ノズルに詰まって塗布装置１の動作不良が生じたり、凝集した粒子が吐出部４から基板に
吐出されて塗工不良を招くおそれがある。そこで、顔料の凝集について所定の防止効果が
得られる希釈倍率の範囲を予め調査し、その範囲に目標希釈倍率Ｘを設定してそれに対応
する目標吸光度Ｙを求めることが考えられる。この場合には、凝集を防止できるレベルま
で洗浄が進んだか否かを吸光度によって識別できて好ましい。顔料の凝集防止効果は、例
えば希釈された着色感剤を一定時間放置したときに顔料の沈降が生じるか否かにより評価
することができる。あるいは、着色感剤を一定時間放置した後の顔料の体積平均粒子径を
測定し、その測定値を凝集が生じてないときの本来の平均粒子径と比較して評価すること
ができる。発明者らの検討によれば、放置後に測定して平均粒子径が本来の平均粒子径に
対して１１０％以下であれば凝集による不都合が生じないことが確認されている。
【００３１】
図４は、図１の塗布装置１において実際の洗浄作業を行う際に制御部７が実行する洗浄監
視処理の手順を示すフローチャートである。装置１のオペレータが、洗浄対象液の種類を
特定する情報を入力装置９に入力して洗浄開始を指示すると、まず、洗浄対象液の種類が
特定され（ステップＳ１）、その特定された洗浄対象液に対応する目標吸光度が目標吸光
度データＤ１に基づいて特定される（ステップＳ２）。次に、感剤供給部２に対する洗浄
液の供給開始が配管洗浄液供給部５に指示され（ステップＳ３）、続いて吸光度の検出時
期か否か判断される（ステップＳ４）。検出時期は洗浄の進行速度に応じて適切な周期に
設定すればよい。検出時期であれば吸光光度計１３を利用して吸光度が検出され（ステッ
プＳ５）、その検出された吸光度が目標吸光度以下か否か判断される（ステップＳ６）。
目標吸光度よりも大きいときはステップＳ４へ戻り、次の検出時期を待つ。
【００３２】
検出された吸光度が目標吸光度以下のときは、洗浄液の供給停止が配管洗浄液供給部５に
指示され（ステップＳ７）、その後、洗浄作業の終了が例えばモニタ１０を介してオペレ
ータに通知される（ステップＳ８）。以上により、配管洗浄作業が自動的に停止する。
【００３３】
本発明は以上の実施形態に限定されることなく、種々の形態にて実施してよい。例えば、
洗浄対象液の特定は、オペレータが入力装置９を操作して手入力する例に限らない。感剤
供給部２に洗浄対象液を自動的に識別する手段を設け、制御部７に洗浄対象液を特定する
情報を入力してもよい。洗浄対象液を自動的に特定するには、例えば洗浄対象液が供給さ
れるボトルに、その洗浄対象液を特定する情報を示すバーコードやＩＣチップ等の特定手
段を設け、感剤供給部２にその特定手段の情報を読み取る手段を設けてそこで読み取った
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結果を制御部７に供給すればよい。記憶装置８には検量線そのものをデータとして記憶し
、オペレータが入力装置９から目標希釈倍率を指定することにより、その目標希釈倍率に
対応する目標吸光度を制御部７で特定し、その特定された目標吸光度を記憶装置８又は制
御部７内の主記憶装置に記憶して吸光光度計１３の検出値と比較してもよい。
【００３４】
本発明はカラーフィルタ用の着色感剤の洗浄に限らず、種々の液体の洗浄に使用できる。
例えばポジ型レジストは可視域で有色であるため、可視域の波長を利用して吸光度を検出
することにより洗浄の進度を特定することができる。オーバーコート剤については可視域
で透明であるが、紫外域に吸光特性を有しているのでその紫外域の吸光度を検出すれば洗
浄の進度を特定することができる。このように、本発明の洗浄対象液には、着色組成物、
顔料分散組成物、感放射性組成物、その他の吸光特性を有するものが種々含まれる。洗浄
液が特定の波長域に対して吸光特性を示す場合には、その波長域の吸光度を検出して洗浄
の進度を識別することもできる。この場合には希釈倍率が大きいほど吸光度も大きくなる
。
【００３５】
本発明の方法により配管を洗浄した後は、次に配管に供給する液体（新液）を所定量だけ
配管に充填することが望ましい。所定量は吐出部４から新液を吐出させるために必要な量
、又はそれ以上の量に設定する。
【００３６】
【実施例】
（実施例１）
カラーフィルタの着色感剤を洗浄する際の終点を検出するため、図１の装置を利用して検
量線を作成し、その作成された検量線に基づいて洗浄作業の終点となるべき目標吸光度を
実際に決定した。詳細は次の通りである。
１．感放射性着色組成物の調整
（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド２５４を７０重量部と、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１３９を３０重量部、
（Ｂ）分散剤としてソルパース２４０００（アビシア株式会社製）を４０重量部、
（Ｃ）アルカリ可溶性樹脂としてメタクリル酸／ベンジルメタクリレート共重合体（共重
合重量比＝２０／８０、重量平均分子量＝２００００）を６０重量部、
（Ｄ）多官能性単量体としてジペンタエリスリトールヘキサアクリレートを４０重量部、
（Ｅ）光重合開始剤として２，２’－ビス（２，４－ジクロロフェニル）－４，４’，５
，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾールを１０重量部と、４，４’－ビス（
ジエチルアミノ）ベンゾフェノンを１０重量部と２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１
－（４－モリフォリノフェニル）ブタン－１－オンを５０重量部、
（Ｆ）溶媒としてプロピレングリコール１－モノメチルエーテル２－アセテート（ＰＧＭ
ＥＡ）を１０００重量部、
を混合して感放射性着色組成物（Ｒ１）を調整した。
２．検量線の作成
感放射性着色組成物（Ｒ１）を１重量部、ＰＧＭＥＡを９９重量部にて混合し、１００倍
希釈液（Ｒ１－１００）を調整した。次に１００倍希釈液（Ｒ１－１００）を１０重量部
、ＰＧＭＥＡを９０重量部にて混合し、１０００倍希釈液（Ｒ１－１０００）を調整した
。同様にして、５０００倍希釈液（Ｒ１－５０００）、１００００倍希釈液（Ｒ１－１０
０００）、５００００倍希釈液（Ｒ１－５００００）、１０００００倍希釈液（Ｒ１－１
０００００）を調整した。これらの希釈液を用いて２００～７００ｎｍの吸収波長を紫外
可視近赤外分光光度計（パーキンエルマー社製）を用いて測定した。可視光領域にて最も
吸収強度の大きい５５４ｎｍの波長の吸光度を読み取り、横軸に各希釈倍率を、吸光度を
縦軸にそれぞれ設定したグラフ上に測定値をプロットした。各測定値を最小二乗法にて近
似して検量線を作成した。同様に、光開始剤の吸収波長である３００ｎｍの波長の吸光度
を測定して同様に検量線を作成した。これらの結果を図５に示す。
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３．終点の決定
（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントレッド２５４を７０重量部、
（Ｂ）分散剤としてディスパービック１６１（ビックケミー製）を２８重量部、
（Ｃ）溶媒としてＰＧＭＥＡを３５０重量部、
を混合して顔料分散液（Ｒ２）を調整した。
また、
（Ａ）着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９を３０重量部、
（Ｂ）分散剤としてソルスパース２４０００（アビシア株式会社製）を１２重量部、
（Ｃ）溶媒としてＰＧＭＥＡを１５０重量部、
を混合して顔料分散液（Ｙ２）を調整した。
【００３７】
上記の顔料分散液（Ｒ２）を１０重量部、顔料分散液（Ｙ２）を１０重量部にて混合した
ところ、凝集が発生して顔料の沈降が認められた。顔料分散液（Ｒ２）を１０重量部と顔
料分散液（Ｙ２）をＰＧＭＥＡで１０倍希釈した液（Ｙ２を１重量部、ＰＧＭＥＡを９重
量部）を混合した結果、凝集が発生して顔料の沈降が認められた。同様に、顔料分散液（
Ｒ２）を１０重量部と顔料分散液（Ｙ２）を１００倍、１０００倍、１００００倍と希釈
した液を１０重量部を混ぜ合わせた結果、１００００倍希釈した液においては顔料の沈降
が認められなかった。このときの顔料の体積平均粒子径の変化測定したところ、混合前の
凝集が生じてない段階の平均粒子径に対して希釈後の顔料の平均粒子径は１１０％以下で
あった。
（実施例２）
１．感放射性組成物の調整
着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：６を１００重量部使用した以外は実施例１
と同様にして感放射性着色組成物（Ｂ１）を調整した。
２．検量線の作成
感放射性着色組成物（Ｂ１）を用いて、検出波長を６１０ｎｍ及び３００ｎｍに設定した
以外は実施例１と同様にして検量線を作成した。得られた検量線を図６に示す。
（実施例３）
１．感放射性組成物の調整
着色剤としてＣ．Ｉ．ピグメントグリーン２４を７０重量部と、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１５０を３０重量部使用した以外は実施例１と同様にして感放射性着色組成物（Ｇ１
）を調整した。
２．検量線の作成
感放射性着色組成物（Ｇ１）を用いて、検出波長を４２５ｎｍ及び３００ｎｍに設定した
以外は実施例１と同様にして検量線を作成した。得られた検量線を図７に示す。
【００３８】
以上の各実施例からみて、目標希釈倍率を１００００倍以上に設定し、そのときの吸光度
を目標吸光度に設定することにより、顔料の凝集が生じない程度まで洗浄が進行したか否
かを確実に識別できることが判明した。また、着色組成物の種類に拘わりなく、光開始剤
の吸収波長域である３００ｎｍ付近の吸光度を測定することで希釈倍率が特定できること
も確かめられた。これらの結果から、吸光度を検出して目標吸光度と比較することにより
、洗浄の進度を正確に識別できることが実証された。
【００３９】
【発明の効果】
以上に説明したように、本発明の配管洗浄方法及び装置によれば、吸光度に基づいて洗浄
の進度を識別するようにしたので、オペレータの目視に依存していた従来の洗浄作業と比
較して洗浄作業を正確に管理することができ、洗浄液を無駄に消費したり、洗浄が不十分
なまま洗浄作業が打ち切られるおそれがなくなって、正確かつ効率的に洗浄作業を行うこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
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【図１】本発明の一実施形態に係る洗浄装置が付設された塗布装置の概略を示す図。
【図２】希釈倍率と吸光度との相関関係を表す検量線の仮想的な例を示す図。
【図３】図１の記憶装置に記録される目標吸光度のデータの内容を示す図。
【図４】図１の制御部が洗浄作業中に実行する洗浄監視処理の手順を示すフローチャート
。
【図５】実施例１において作成された検量線を示す図。
【図６】実施例２において作成された検量線を示す図。
【図７】実施例３において作成された検量線を示す図。
【符号の説明】
１　塗布装置
２　感剤供給部
５　配管洗浄液供給部
６　分析部
７　制御部（識別手段、供給制御手段、情報出力手段）
８　記憶装置（記憶手段）
９　入力装置（入力手段）
１０　モニタ（情報出力手段）
１３　吸光光度計（検出手段）
１５　バルブ（供給制御手段）

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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